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厚生労働行政推進調査事業費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

令和７年度 分担研究報告書 

THP指針に基づく職場での歯科口腔保健の推進並びにリスクアセスメント歯科健診を含む 
法定歯科健診の適切な実施に関する研究 

 

事業場での歯科口腔保健サービスの推進事例収集のための調査 

福田英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

 

研究要旨 

【研究目的】事業場における歯科口腔保健サービスは、労働安全衛生法の一般健診に歯科項目が含

まれていないこと等から普及が進んでいない。近年、好事例の展開による普及啓発の必要性が指摘

されていることを踏まえ、本研究では事例集の改定・充実を目的として、先進的に歯科口腔保健事

業を実施している事業場を対象に調査を実施した。 

【研究方法】健康経営度調査、学会調査、あるいは保険者の取組事例等をもとに対象事業場を選定

し、令和 7年に調査票を郵送した。対象とした 31事業場のうち 9事業場から回答を得て、歯科口

腔保健事業に関する実施状況、実施に際しての障壁と情報ニーズ等について分析した。 

【結果と考察】歯科健康診査および歯科口腔保健指導は多くの事業場で実施されていたが、実施主

体は健康保険組合が中心であり、事業場主体の取組としての位置づけは十分ではない可能性が示

唆された。歯科口腔保健事業を実施する際の障壁としては、費用や人的資源の不足、実施方法の不

明確さがあげられ、標準化されたプログラムや実務的支援の必要性が明らかとなった。また、歯科

専門職の関与や既存資料の活用が十分でないことから、今後は好事例の収集とその横展開、および

支援体制の強化が求められる。 

 

Ａ．研究目的 

事業場での歯科口腔保健サービスについては、労

働安全衛生法での一般健診に歯科健診の項目が含

まれていないこと等が影響し、他の保健サービス 

に比較して普及がなされていないのが実状である。

令和７年１月、厚生労働省の労働政策審議会(安全

衛生分科会)は、「今後の労働安全衛生対策につい

て」の取りまとめを行った１）。現状では、歯科健診

の導入は、業務起因性等の根拠が乏しいことから困

難ではあるものの、歯科口腔保健の普及は重要であ

ることから、当面、歯科口腔保健については、事業

場での好事例を展開することで普及啓発を強化し、

歯科受診につなげる方策を検討することが適当と

提言された。 

労働安全衛生法に基づき策定されている「事業場

における労働者の健康保持増進のための指針（ＴＨ

Ｐ指針）」２）により、事業場等で行われている口腔

保健指導の円滑な普及を図るため令和６年３月「職

場での歯と口の健康づくりを進めている事業場の

事例集および歯と口の健康づくり事業を進めるた

めの評価指標」が策定された３）。今回、当該事例集

の改定•増補を行うため、事例の追加を行い、内容

の充実を図るため、ヒアリング対象となる事業場を

選定し、新たな推進事例に関する情報を得ることを

目的として調査を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 本調査の対象となる事業場の選定は、以下の資料

等を踏まえて、事例選定に適切な対象事業場を選定

した。 

１）健康経営度調査 (経済産業省) で歯科口腔保

健の取り組みがなされている事業場 

２）日本産業衛生学会産業保健看護部会会員の調査

から対象となりえる事業場 

３）保険者における歯科口腔保健の取組事例（厚生

労働省保険局とりまとめ) 

４）歯科保健事業功労者厚生労働大臣表彰の職域部

門で表彰された事業場 

５）その他 (研究班の構成員から事業実績がある

と報告された事業場 

 その結果、全国から 31事業場が選出された。 

 これらの事業場に対して、令和７（2025）年に調

査票を郵送し、その結果、９つの事業場から回答を

得た。 
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Ｃ．研究結果 

１）過去４年間に実施した保健事業の実績 

 ＴＨＰ指針に基づき、過去４年間、事業所従業員

に対して実施した保健事業については、「メンタル

ヘルスケア」および「保健指導」が８件と最も多か

った。ついで、口腔保健指導は、７件であった。口

腔保健指導の具体例として、歯科検診時における歯

科衛生士による指導等が回答されていた。 

 
 

【口腔保健指導における具体例】 

・歯科健診および歯科衛生士による口腔内指導 

・糖尿病又は予備軍に対して全身と口腔との関連について

（コモンリスクアプローチ）・糖尿病または予備軍にたい

して口腔乾燥症などのオーラルフレイル予防 

・健保主催での歯科事業展開。歯科健診は 3年に１度対象に

なったら、歯科医師の診察および歯科衛生士の口腔指導

（15分／名）を就業時間内で受ける。 

・新卒・中途入社時歯科セミナー 

・歯科健診時の歯科衛生士による指導 

・歯科健診、歯科セミナー 

 

２）過去４年間における歯科口腔保健事業の実績 

①歯科健康診査 

 歯科健診については、８件が実施した（実施なし

１件）。実施年度の回答パターンから、毎年実施し

ている事業所は７件であり、１件は隔年実施と考え

られた。実施方法は、「事業場内での集団による実

施」が最も多く６件であった。また、実施主体は、

「健康保険組合」が最も多く５件であった。 

 

 

 

 
 

② 歯科特殊健康診断 

 歯科特殊健康診断については、３件が実施してい

た（実施なし６件）。実施方法は「事業場内での集

団による実施」、実施主体は「会社内の健康管理部

門」が最も多かった。 

 

 

 

 

 
 

３）歯科口腔保健指導 

 歯科口腔保健指導については、７件が実施してい

た（実施なし２件）。実施方法は「事業場内での集

団による実施」、実施主体は「健康保険組合」が最

も多かった。 

 

 

回答数
運動指導 7
メンタルヘルスケア 8
栄養指導 5
口腔保健指導 7
保健指導 8
（複数回答）

実施年度 回答数
2025年度 8
2024年度 7
2023年度 8
2022年度 7
実施なし 1
（複数回答）

実施方法 回答数
事業場内での集団による実施 6
事業場内での個別実施 1
歯科診療所での個別実施 2
その他 0

実施主体 回答数
都道府県歯科医師会 0
郡市区歯科医師会 0
健診機関 0
会社内の健康管理部門 3
健康保険組合 5
その他 2

実施年度 回答数
	2025年度 3
2024年度 1
	2023年度 1
2022年度 1
実施なし 6
（複数回答）

実施方法 回答数
事業場内での集団による実施 3
事業場内での個別実施 1
歯科診療所での個別実施 0
その他 0

実施主体 回答数
都道府県歯科医師会 0
郡市区歯科医師会 0
健診機関 1
会社内の健康管理部門 2
健康保険組合 0
その他 0

実施年度 回答数
	2025年度 6
2024年度 6
	2023年度 6
2022年度 6
実施なし 2
（複数回答）

実施方法 回答数
事業場内での集団による実施 5
事業場内での個別実施 3
歯科診療所での個別実施 1
その他 0



14 
 

 

 

 

４）歯科の内容を含む講演会 

 歯科の内容を含む講演会については、３件が実施

していた（実施なし６件）。実施方法は「事業場内

での実施」、実施主体は、社内の健康管理以外の部

門等の「その他」が最も多かった。 

 

 

 
 

 

 

２）歯科口腔保健事業に関する今後の協力意向 

 回答があった９事業場のうち、６事業所について

は、ヒアリング等の今後の協力意向が示された。 

 

 

３）歯科口腔保健事業を実施する場合の障壁 

 事業所で歯科口腔保健事業を実施する場合の障

壁については、「費用がかかる」が最も多く４件で

あった。ついで「業務が忙しく、手が回らない」３

件、「やり方がわからない」２件であった。 

 

【「その他」の具体的な障壁】 

・歯科健診および衛生士による口腔内指導は実施中 

・障壁はなし 既に歯科口腔保健実施している 

・事業の必要性を認識し、実施率を上げること 

・業務中に実施する場合、生産との調整 

・全国事業所を対象に事業展開したいが、出社がなくなって

おり（出社率 25％）集客が難しいことがあり、工夫が必要

と感じている。現在自社開発製品の簡易スクリーニングを

カスタマイズして展開を検討中 

 

 歯科口腔保健事業を実施する際に、どのような情

報が欲しいかとの質問については、以下のような回

答があった。 

・手軽に実施できる事業の紹介 

・講師や講演内に関する情報、講師謝礼などの調整に関する

手間が大きいので、講演可能なメニューの提示、および

簡易に申込できるシステムの提供 

・見込まれる費用、効果、業務量、メリット、デメリットに

関する情報 

・無関心層を巻き込んだ効果的な持続可能な取り組み事例 

 

４）保健活動についての相談先 

 保健活動に関する相談先としては、「社内の産業

保健職」が最も多く６件であった。ついで「産業保

健総合支援センター」３件、健診機関２件であった。 

 

 

５）歯科口腔保健活動についての相談先 

 歯科口腔保健活動に関する相談先としては、「社

内の産業保健職」が５件、「その他の歯科職」３件

であった。 

実施主体 回答数
都道府県歯科医師会 0
郡市区歯科医師会 0
健診機関 0
会社内の健康管理部門 3
健康保険組合 4
その他 1

実施年度 回答数
	2025年度 0
2024年度 2
	2023年度 2
2022年度 3
実施なし 6
（複数回答）

実施方法 回答数
事業場内で実施 3
外部機関で実施 0
その他 0

実施主体 回答数
都道府県歯科医師会 0
郡市区歯科医師会 0
健診機関 0
会社内の健康管理部門 1
健康保険組合 1
その他 2

協力意向 回答数
協力できる 6
協力できない 3

実施に際しての障壁 回答数
費用がかかる 4
業務が忙しく、手が回らない 3
やり方がわからない 2
相談に乗ってくれる人がいない 1
労働者のニーズがわからない 2
事業所の理解がない 0
上司・同僚とのコミュニケーシ 0
その他 5
（複数回答）

相談先 回答数
開業医 0
都道府県医師会 0
群市区医師会 0
産業保健総合支援センター（さんぽセンター） 3
地域産業保健支援センター（地さんぽ） 0
産業医事務所 1
健診機関 2
社内の産業保健職 6
その他 4
（複数回答）
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 ６）ＴＨＰ指針に関して、厚生労働省から公開さ

れている「職場における心とからだの健康づくりの

ための手引き～事業場における労働者の健康保持

増進のための指針～」２）の認知 

 「職場における心とからだの健康づくりのための

手引き」を「見たことがあり、実際に活用したこと

がある」との回答が最も多く５件であった。しかし

ながら「見たことがあるが、活用したことはない」

との回答も３件みられた。 

 
  

７）ＴＨＰ指針に関して、2021 年度に厚生労働科

学研究で紹介されている「職場での歯と口の健康づ

くりを進めている事業場の事例集および歯とロの

健康づくり事業を進めるための評価指標」３）の認知 

 「職場での歯と口の健康づくりを進めている事業

場の事例集および歯とロの健康づくり事業を進め

るための評価指標」を「見たことがあり、実際に活

用したことがある」とした回答はわずかに１件であ

った。一方、「見たことがあるが、活用したことは

ない」３件、「全く知らない」３件であった。 

 

  

Ｄ．考察 

本調査の対象事業場は、先進的に歯科保健事業を

推進している事業場を選定したため、口腔保健指導、

および歯科健康診査は、高い割合で実施されていた。

しかしながら、実施内容や実施体制は、多様であり

詳細なヒアリング等のさらなる調査が必要である

ことが示された。 

過去４年間における歯科健康診査、および歯科口

腔保健指導は、９事業場のうち、それぞれ８事業場、

および７事業所において実施されていた。これら事

業の実施主体は、健康保険組合が多く、事業場によ

る主体的な取組み、すなわち健康経営戦略の一環と

して必ずしも十分に位置づけられていない可能性

があった。労働安全衛生法における歯科健診や歯科

口腔保健事業の位置づけの欠如が影響している可

能性が示唆された。 

歯科口腔保健事業の実施における障壁として、

「費用」「人的・時間的余裕の不足」「実施方法の

不明確さ」が主な要因としてあげられた。これは、

事業場における歯科口腔保健事業が必須業務とし

て認識されていないことに起因する構造的課題で

ある可能性がある。「やり方がわからない」という

回答もみられており、プログラムの標準化と普及の

必要性が示唆された。好事例の横展開を目的とした

詳細なヒアリング等の調査が求められる。 

歯科保健事業を実施する際の情報ニーズとして

は、「簡便に実施可能なプログラム」「費用対効果

の明確化」「講師手配の簡素化」「無関心層へのア

プローチ」等があげられており、実務的で実効性の

ある情報を求めていた。無関心層への働きかけにつ

いては、他分野および一部の歯科口腔保健領域にお

いて実践例が報告されており、今後の展開可能性が

期待される。 

相談体制については、社内の産業保健職が中心的

役割を担っているが、歯科専門職の関与は限定的で

あった。これは、産業保健体制の中で歯科専門職の

関与が十分でない現状を反映しており、医科歯科連

携の強化が求められる。 

ＴＨＰ指針の認知と活用は一定程度進んでいる

ものの、歯科口腔保健に特化した事例集や評価指標

の認知度と活用度は低いことが明らかとなった。既

存資源のさらなる周知を図るとともに、現場で活用

しやすい形で提供するための見直しの必要性が示

唆された。 

 

Ｅ．結論 

本調査により、先進的な事業場においては歯科口

腔保健事業が一定程度実施されているものの、その

多くは健康保険組合主体であり、事業場の健康経営

戦略としての位置づけは必ずしも十分ではないこ

とが示唆された。また、費用や人的資源、実施方法

の不明確さといった課題が普及の障壁となってい

相談先 回答数
開業歯科医 1
都道府県歯科医師会 1
群市区歯科医師会 1
産業保健総合支援センター（さんぽセンター） 0
地域産業保健支援センター（地さんぽ） 0
産業医事務所 1
健診機関 1
社内の産業保健職 5
社内の歯科医療職 3
その他 4
（複数回答）

健康づくりの手引き 回答数
見たことがあり、 実際に活用したことがある 5
見たことはあるが、 活用したことはない 3
存在は知っているが、 見たことはない 1
全く知らない 0

事業場の事例集 回答数
見たことがあり、 実際に活用したことがある 1
見たことはあるが、 活用したことはない 3
存在は知っているが、 見たことはない 2
全く知らない 3
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ることが明らかとなった。今後は、好事例の横展開、

実施プログラムの標準化、実務的支援の充実、およ

び歯科専門職による支援強化を通じて、事業場にお

ける歯科口腔保健のさらなる普及が求められる。 
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Ｆ．研究発表 

1．論文発表 
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G．知的財産権の出願・登録状況 

 特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


